
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも１つのポリオール、少なくとも１つのポリイソシアネート、および３級アルキ
ルアミド官能基を有する少なくとも１つのアクリルポリマーを含んでいる成分を混和する
ことにより形成される水分反応性ホットメルトポリマー組成物

。
【請求項２】
前記アクリルポリマーが前記組成物の合計重量基準で前記組成物の１から９０重量パーセ
ントである、請求項１の組成物。
【請求項３】
前記アクリルポリマーがＮ－ｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチルメタアクリルア
ミド、２－アクリルアミド２－メチルプロパンスルホン酸、ジアセトンアクリルアミド、
ジアセトンメタアクリルアミド、Ｎ－ｔ－オクチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ－オクチルメ
タアクリルアミド、およびこれらの混合物からなる群から選ばれる少なくとも１つの３級
アルキルアミド官能性モノマーを包含する、請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
前記ポリオールが少なくとも１つのポリエステルポリオールと少なくとも１つのポリエー
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であって、
　当該３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマーが、アクリルモノマー、メタ
アクリルモノマー、スチレン、置換スチレン、ビニルアセテートおよびエチレンからなる
群から選択される１以上のモノマーの重合により形成される、水分反応性ホットメルトポ
リマー組成物



テルポリオールを含んでいる、請求項１に記載の組成物。
【請求項５】
前記アクリルポリマーが前記組成物の合計重量基準で前記組成物の１から９０重量パーセ
ントであり、前記アクリルポリマーがＮ－ｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチルメ
タアクリルアミド、２－アクリルアミド２－メチルプロパンスルホン酸、ジアセトンアク
リルアミド、ジアセトンメタアクリルアミド、Ｎ－ｔ－オクチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ
－オクチルメタアクリルアミド、およびこれらの混合物からなる群から選ばれる少なくと
も１つの３級アルキルアミド官能性モノマーを包含し、そして前記ポリオールが少なくと
も１つのポリエステルポリオールと少なくとも１つのポリエーテルポリオールを含んでい
る、請求項１に記載の組成物。
【請求項６】
少なくとも１つのポリオール、少なくとも１つのポリイソシアネート、および３級アルキ
ルアミド官能基を有する少なくとも１つのアクリルポリマーを含んでいる成分を混和する
ことを含んでいる水分反応性ホットメルト組成物を製造する方法

。
【請求項７】
前記アクリルポリマーが前記組成物の合計重量基準で前記組成物の１から９０重量パーセ
ントであり、前記アクリルポリマーがＮ－ｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチルメ
タアクリルアミド、２－アクリルアミド２－メチルプロパンスルホン酸、ジアセトンアク
リルアミド、ジアセトンメタアクリルアミド、Ｎ－ｔ－オクチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ
－オクチルメタアクリルアミド、およびこれらの混合物からなる群から選ばれる少なくと
も１つの３級アルキルアミド官能性モノマーを包含し、そして前記ポリオールが少なくと
も１つのポリエステルポリオールと少なくとも１つのポリエーテルポリオールを含んでい
る、請求項６記載の方法。
【請求項８】
（ａ）少なくとも１つのポリオール、少なくとも１つのポリイソシアネート、および３級
アルキルアミド官能基を有する少なくとも１つのアクリルポリマーを含んでいる成分を混
和することを含んでいる水分反応性ホットメルト組成物

を製造し；
　（ｂ）前記ホットメルト組成物を加熱し；
　（ｃ）前記加熱されたホットメルト組成物を第１の基材に適用し；
　（ｄ）前記適用された加熱されたホットメルト組成物を第２の基材と接触させ；そして
　（ｅ）前記ホットメルト組成物を冷却するか、あるいは冷却させる
ことを含んでいる基材を結合する方法。
【請求項９】
前記アクリルポリマーが前記組成物の合計重量基準で前記組成物の１から９０重量パーセ
ントであり、前記アクリルポリマーがＮ－ｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチルメ
タアクリルアミド、２－アクリルアミド２－メチルプロパンスルホン酸、ジアセトンアク
リルアミド、ジアセトンメタアクリルアミド、Ｎ－ｔ－オクチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ
－オクチルメタアクリルアミド、およびこれらの混合物からなる群から選ばれる少なくと
も１つの３級アルキルアミド官能性モノマーを包含し；そして前記ポリオールが少なくと
も１つのポリエステルポリオールと少なくとも１つのポリエーテルポリオールを含んでい
る、請求項８の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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であって、
　当該３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマーが、アクリルモノマー、メタ
アクリルモノマー、スチレン、置換スチレン、ビニルアセテートおよびエチレンからなる
群から選択される１以上のモノマーの重合により形成される、水分反応性ホットメルトポ
リマー組成物を製造する方法

であって、当該３級アルキルアミ
ド官能基を有するアクリルポリマーが、アクリルモノマー、メタアクリルモノマー、スチ
レン、置換スチレン、ビニルアセテートおよびエチレンからなる群から選択される１以上
のモノマーの重合により形成される、水分反応性ホットメルトポリマー組成物



【０００１】
　　（発明の背景）
　本発明は、ウレタンポリマー組成物、特に接着剤として有用な水分反応性ホットメルト
ウレタンポリマー組成物、このような組成物を製造する方法、および
基材をこのような組成物により結合する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　いくつかの水分反応性ホットメルトポリマー組成物は反応性ホットメルト接着剤として
有用である。このような接着剤のいくつかの望ましい性質は、高グリーン強度、高最終強
度、および長いオープンタイムである。グリーン強度は水分との反応を完結する前の結合
強度であり；最終強度は水分との反応が本質的に完結した後の接着強度であり；そしてオ
ープンタイムはこのホットメルト接着剤を一つあるいはそれ以上の基材に適用した後、最
終強度の損失無しで、次の基材をこの接着剤と接触させることができる間の時間である。
　米国特許第５，０２１，５０７号（特許文献１）は、特定の分子量を持ち、このポリマ
ーが活性水素のあるモノマーを含有しないアクリルコポリマーによるポリウレタン反応性
ホットメルトの変成を開示している。米国特許第５，８２７，９２６号（特許文献２）は
、活性水素を含有しない結晶性アクリルポリマーの使用を開示している。
【０００３】
【特許文献１】米国特許第５，０２１，５０７号明細書
【特許文献２】米国特許第５，８２７，９２６号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　良好なグリーン強度を達成した過去に行われたアプローチは、また、望ましくない短い
オープンタイムも有する。本発明者が直面する問題は、有用な高グリーン強度を維持する
一方で、望ましい長いオープンタイムを達成する水分反応性ホットメルト接着剤組成物の
提供である。驚くべきことには、本発明者は、３級アルキルアミド官能基を有するアクリ
ルポリマーを包含させることにより、所望のバランスの性質がもたらされることを見出し
た。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　　（発明の説明）
　本発明の第１の実施形態においては、少なくとも１つのポリオール、少なくとも１つの
ポリイソシアネート、および３級アルキルアミド官能基を有する少なくとも１つのアクリ
ルポリマーを含んでいる成分を混和することにより形成される水分反応性ホットメルトポ
リマー組成物が提供される。
【０００６】
　本発明の第２の実施形態においては、少なくとも１つのポリオール、少なくとも１つの
ポリイソシアネート、および３級アルキルアミド官能基を有する少なくとも１つのアクリ
ルポリマーを含んでいる成分を混和することを含んでいる水分反応性ホットメルト組成物
を製造する方法が提供される。
【０００７】
　本発明の第３の実施形態においては、
　（ａ）少なくとも１つのポリオール、少なくとも１つのポリイソシアネート、および３
級アルキルアミド官能基を有する少なくとも１つのアクリルポリマーを含んでいる成分を
混和することを含んでいる水分反応性ホットメルト組成物を製造し；
　（ｂ）前記ホットメルト組成物を加熱し；
　（ｃ）前記加熱されたホットメルト組成物を第１の基材に適用し；
　（ｄ）前記適用された加熱されたホットメルト組成物を第２の基材と接触させ；そして
　（ｅ）前記ホットメルト組成物を冷却するか、あるいは冷却させる
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ことを含んでいる基材を結合する方法が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　　（詳細な説明）
　本発明の組成物は、接着剤として有用な水分反応性ホットメルト組成物である。「水分
反応性」は、この組成物が水と反応して、この組成物の分子量の増加に望ましく影響を及
ぼし、および／またはこの組成物の架橋に影響を及ぼして、水と接触した後にこの組成物
の強度性能を増大させる能力のあるイソシアネート基を含有することをこの明細書では意
味する。「ホットメルト」は、有利には、固体、半固体、または粘性物体であってもよい
組成物を加熱して、基材への適用および接着に好適な粘度の流体接着剤をもたらすことを
この明細書では意味する。
【０００９】
　本発明の水分反応性ホットメルト組成物は、少なくとも１つのポリイソシアネート、す
なわち少なくとも２個のイソシアネート基を担持するイソシアネートを包含する成分を混
和することにより形成される。使用してもよいポリイソシアネートは、例えば、芳香族ポ
リイソシアネート、脂肪族ポリイソシアネート、脂環式ポリイソシアネート、およびこれ
らの組み合わせを包含する。好適なポリイソシアネートは、例えば、ｍ－フェニレンジイ
ソシアネート、２，４－トルエンジイソシアネート、２，６－トルエンジイソシアネート
、ヘキサメチレンジイソシアネート、テトラメチレンジイソシアネート、１，４－シクロ
ヘキサンジイソシアネート、ヘキサヒドロトルエンジイソシアネート、１，５－ナフタレ
ンジイソシアネート、１－メトキシ－２，４－フェニレンジイソシアネート、４，４ '－
ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４ '－ジフェニルメタンジイソシアネート、４
，４ '－ビフェニレンジイソシアネート、３，３ '－ジメトキシ－４，４ '－ビフェニルジ
イソシアネート、３，３ '－ジメチル－４，４ '－ビフェニルジイソシアネート、３、３ '
－ジメチル－４、４ '－ジフェニルメタンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネー
ト、４，４ '，４ "－トリフェニルメタントリイソシアネート、ポリメチレンポリフェニレ
ンポリイソシアネート、２，４，６－トルエントリイソシアネート、４，４ '－ジメチル
－ジフェニルメタンテトライソシアネート、２０００未満のＭｎを有し、そして少なくと
も２個のイソシアネート基を担持するプレポリマー、およびこれらの混合物を包含する。
好ましいのは４，４ '－ジフェニルメタンジイソシアネート（４，４ '－ＭＤＩとも呼ばれ
る）、２，４ '－ジフェニルメタンジイソシアネート（２，４ '－ＭＤＩとも呼ばれる）、
およびこれらの混合物であり、更に好ましいのは４，４ '－ＭＤＩである。
【００１０】
　本発明の水分反応性ホットメルト組成物は、少なくとも１つのポリオールを包含する成
分を混和することにより形成される。ポリオールは２個あるいはそれ以上のヒドロキシル
官能基を持つ化合物である。好適なポリオールは広範な種々の化合物を包含し、これらの
一部は「Ｐｏｌｙｕｒｅｔｈａｎｅ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ，２ｎｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ，ｅｄ
ｉｔｅｄ　ｂｙ　Ｇ．Ｏｅｒｔｅｌ，Ｈａｎｓｅｒ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ，１９９４」
に記述されている。このヒドロキシル官能基に加えて、好適なポリオールは、例えばカル
ボニル、カルボキシル、アンハイドライド、不飽和、または他の官能基などのこれ以外の
官能基を含有してもよい。好適なポリオールは、例えば、ポリエーテルポリオール、ポリ
エステルポリオール、ポリエーテルエステルポリオール（時にはポリエーテルエステルポ
リオールおよび／またはポリエステルエーテルポリオールと呼ばれる）、脂肪ポリオール
、およびこれらの混合物を包含する。好適なポリオールは結晶性、半結晶性、あるいは非
晶性ポリオールから独立に選ばれてもよい。
【００１１】
　本発明での使用に好適なポリエステルポリオールは、ジ酸、またはこれらのモノエステ
ル、ジエステル、またはアンハイドライドの相当品、およびジオールから形成されるもの
を包含する。このジ酸は分岐、非分岐、あるいは環状の材料を含む飽和したＣ４ －Ｃ１ ２

の脂肪族酸、および／またはＣ８ －Ｃ１ ５ の芳香族酸であってもよい。好適な脂肪族酸の
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例は、例えば、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライ
ン酸、セバシン酸、１，１２－ドデカンジオン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸
、および２－メチルペンタンジオン酸を包含する。好適な芳香族酸の例は、例えば、テレ
フタル酸、イソフタル酸、フタル酸、４，４ '－ベンゾフェノンジカルボン酸、４，４ '－
ジフェニルアミドジカルボン酸、およびこれらの混合物を包含する。このジオールはＣ２

－Ｃ１ ２ の分岐、非分岐、あるいは環状の脂肪族ジオールであってもよい。好適なジオー
ルの例は、例えば、エチレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，２－プロ
ピレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，３－ブタン
ジオール、ヘキサンジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、シクロヘキサン
－１，４－ジメタノール、１，１２－ドデカンジオール、ジエチレングリコール、および
これらの混合物を包含する。この種々の好適なポリエステルポリオールの混合物は、また
、本発明での使用に好適である。この好ましいポリエステルポリオールは、１，６ヘキサ
ンジオールアジペート；１，６ヘキサンジオールネオペンチルグリコールアジペート；ネ
オペンチルグリコールアジペートおよびこれらの混合物である。このポリエステルポリオ
ールは、好ましくは２５０から８，０００までの、更に好ましくは３００から６，０００
までの、一層更に好ましくは４００から５，０００までの、そして最も好ましくは５００
から４，０００までの重量平均分子量（ゲルパーミエーションクロマトグラフィにより測
定した「Ｍｗ」）を有する。
【００１２】
　本発明での使用に好適なポリエーテルポリオールは、分岐および非分岐アルキレン基を
含むポリオキシ－Ｃ２ －Ｃ６ －アルキレンポリオールを包含する。好適なポリエーテルポ
リオールの例は、例えば、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテ
トラメチレングリコールまたはこれらのポリエーテルのランダムあるいはブロックコポリ
マー、およびこれらの混合物を包含する。この種々の好適なポリエーテルポリオールの混
合物も本発明での使用に好適である。この好ましいポリエーテルポリオールは、ポリプロ
ピレンオキシドとしても知られているポリプロピレングリコールである。このポリエーテ
ルポリオールは、好ましくは８００から８，０００までの、更に好ましくは９００から４
，０００までの重量平均分子量（ゲルパーミエーションクロマトグラフィにより測定した
「Ｍｗ 」）を有する。
【００１３】
　本発明のいくつかの実施形態においては、この成分は少なくとも１つの脂肪ポリオール
を包含する。「脂肪」は、この明細書では脂肪酸の１つあるいはそれ以上の残基を含有す
るいかなる化合物も意味する。脂肪酸は当業界でよく知られている。これらは例えば、「
Ｒ．Ａ．Ｂｕｒｎｓ，　Ｆｕｎｄａｍｅｎｔａｌｓ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，Ｔｈｉ
ｒｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ（Ｐｒｅｎｔｉｃｅ　Ｈａｌｌ，１９９９）」に記述されている。
脂肪酸は、少なくとも４個の炭素原子の鎖長を持つ長鎖のカルボン酸である。通常の脂肪
酸は、４から１８個の炭素原子の鎖長を有するが、あるものは更に長鎖を有する。線状、
分岐、あるいは環状の脂肪族基をこの長鎖に結合させてもよい。脂肪酸残基は、飽和ある
いは不飽和であってもよく、そして天然起源であるか、あるいは添加されたものである、
例えばアルキル基、エポキシド基、ハロゲン、スルホネート基、またはヒドロキシル基を
包含する官能基を含有してもよい。好適な脂肪ポリオールは、この化合物がポリオールで
ある限り、例えば、脂肪酸、脂肪酸エステル、脂肪酸アミド、およびこれらの混合物を包
含する。好適な脂肪ポリオールの更なる例は、この脂肪化合物がポリオールである限り、
例えば、脂肪酸のダイマー、トリマー、オリゴマー、あるいはポリマー；脂肪酸エステル
のダイマー、トリマー、オリゴマー、あるいはポリマー；脂肪酸アミドのダイマー、トリ
マー、オリゴマー、あるいはポリマー；脂肪酸、脂肪酸エステル、および脂肪酸アミド混
合物のダイマー、トリマー、オリゴマー、あるいはポリマー；またはこのようなダイマー
、トリマー、オリゴマー、またはポリマーの混合物を包含する。好適な脂肪ポリオールの
ヒドロキシル残基は、脂肪酸残基、この分子の他の部分、またはその両方の上に存在して
もよい。
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【００１４】
　脂肪ポリオールを使用する本発明の実施形態においては、ある好ましい脂肪ポリオール
は、ヒマシ油、不飽和、あるいはポリ不飽和天然油のヒドロキシル化生成物、不飽和、あ
るいはポリ不飽和ポリヒドロキシ天然油の水素化生成物、アルキルヒドロキシ脂肪酸のポ
リヒドロキシルエステル、重合天然油、および脂肪酸のアルキルヒドロキシル化アミドで
ある。更に好ましいのは、ヒマシ油、ヒドロキシル化大豆油、水素化ヒマシ油、重合ヒマ
シ油、ヒドロキシエチルリシノレエート、およびヒドロキシエチルリシノールアミドであ
る。最も好ましいのはヒマシ油である。
【００１５】
　本発明の実施において、この好ましいポリオールは、ポリエーテルポリオール、ポリエ
ステルポリオール、脂肪ポリオール、およびこれらの混合物である。更に好ましいのは、
少なくとも１つのポリエーテルポリオールと少なくとも１つのポリエステルポリオールを
含有する混合物である。一層更に好ましいのは、少なくとも１つのポリエーテルポリオー
ル、少なくとも１つのポリエステルポリオール、および少なくとも１つの脂肪ポリオール
を含有する混合物である。ポリエーテルポリオールとポリエステルポリオールを両方使用
する場合には、ポリエステルポリオールとポリエーテルポリオールとの好ましい重量比は
、０．５：１から１２：１までであり；更に好ましいのは０．６：１から１０：１であり
；一層更に好ましいのは０．７：１から８：１であり；最も好ましいのは０．８：１から
５：１である。脂肪ポリオールを他のポリオールに加えて使用する場合には、すべての他
のポリオールと脂肪ポリオールとの好ましい重量比は、０．００５：１から５：１であり
；更に好ましいのは０．００８：１から１：１であり；一層更に好ましいのは０．０１か
ら０．５：１であり、そして最も好ましいのは０．０２：１から０．１：１である。
【００１６】
　本発明の水分反応性ホットメルト組成物は、３級アルキルアミド官能基を含有する少な
くとも１つのアクリルポリマーを包含する成分を混和することにより形成される。アクリ
ルポリマーは、１つあるいはそれ以上の（メタ）アクリルモノマーの重合により形成され
るポリマーである。これらのモノマーは、アクリル酸、メタアクリル酸、これらのエステ
ル、アミド、およびこれらの誘導体を包含する。モノマー混合物の重合により製造される
ポリマーは、これらのモノマーの各々を「包含」すると言われる。この明細書では、「（
メタ）アクリル」は「アクリルまたはメタアクリル」を意味し；そして「（メタ）アクリ
レート」は「アクリレートまたはメタアクリレート」を意味する。本発明のアクリルポリ
マーに包含されるのに好適ないくつかのアクリルモノマーは、例えば、（メタ）アクリル
酸、またはエステル基が１から７０個の炭素原子の線状、分岐あるいは環状のアルキル基
からなる、アルキル（メタ）アクリレートエステルである。また、アリール（メタ）アク
リレートエステル、ハロゲン化アルキルあるいはアリール（メタ）アクリレートエステル
、他の（メタ）アクリレートエステル、窒素原子上に２個の置換基を持つＮ置換（メタ）
アクリルアミド、これらの誘導体、またはこれらの混合物も好適である。アクリルポリマ
ーは、例えばスチレン、置換スチレン、ビニルアセテートまたはエチレンなどのアクリル
モノマー以外のモノマーを包含してもよい。
【００１７】
　本発明の３級アルキルアミド官能基を含有するアクリルポリマーのある実施形態は、１
つあるいはそれ以上のアルキルメタアクリレートエステルを包含するアクリルポリマーで
あり；アルキルメタアクリレートエステルを使用する場合には、好ましくはエステル基が
１から７０個、更に好ましくは１からの１０個の炭素原子；そして最も好ましくは１から
４個の炭素原子の炭素原子を有する線状、分岐あるいは環状のアルキル基からなるエステ
ルである。また、例えばアクリル酸、メタアクリル酸、クロトン酸、イタコン酸、フマル
酸、マレイン酸、モノメチルイタコネート、モノメチルマレエート、モノブチルマレエー
ト、無水マレイン酸、またはこれらの混合物などの１つあるいはそれ以上の酸官能性モノ
マーを包含するアクリルポリマーも好ましく；酸官能性モノマーを使用する場合には、好
ましいのはアクリル酸、メタアクリル酸、およびこれらの混合物である。好ましいのは、

10

20

30

40

50

(6) JP 4026559 B2 2007.12.26



ヒドロキシル官能基を殆どあるいは全く含有しないアクリルポリマーであり；すなわち、
酸基の部分でないヒドロキシル基は、このアクリルポリマー上の官能基として望ましくな
いと考えられる。
【００１８】
　本発明の３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマーは、このポリマー鎖に結
合して、構造
【化１】
　
　
　
　
　
　
（ここで、Ｒ１ は構造
【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
を有し、Ｒ２ －Ｒ１ ０ は、独立に、水素または有機基である）
の少なくとも１つの官能基を有するアクリルポリマーである。このアミド窒素に結合した
Ｒ１ の炭素原子は、３級アルキル炭素原子であり、そこでこの官能基は「３級アルキルア
ミド官能基」を有すると言われる。Ｒ２ －Ｒ１ ０ のいずれかが有機基である場合には、こ
れらは、独立に、アルキル、シクロアルキル、アリール、アルキルアリール、不飽和であ
ってもよく、および／または１つあるいはそれ以上のハロゲン、アミド、スルホン酸、カ
ルボニル、またはその他の基により置換されてもよい。この生成ポリマーがこのホットメ
ルト組成物の水分硬化反応を望ましくなく妨害するものでない限り、いかなる置換基も好
適である。
【００１９】
　本発明をいかなる特定の理論または機構に限定するのではないが、このアミド窒素に結
合した水素原子は反応性であるが、その反応性はアミド窒素上の３級アルキル基により制
限されると考えられるため、３級アルキルアミド官能基が望ましいと考えられる。この３
級アルキル基は立体障害をもたらし、これがこのアミド窒素上の水素原子を過度に反応性
とすることなく、望ましい程度に反応性とすると考えられる。
【００２０】
　本発明の３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマーは、例えば、アクリルコ
ポリマーを製造し、次に化学反応を行って、所望の３級アルキルアミド官能基をこのポリ
マー鎖に付加することを包む、当業界で既知のいかなる手段によっても製造されてもよい
。それに代わって、あるいはそれに加えて、本発明の３級アルキルアミド官能基を有する
アクリルポリマーは、３級アルキルアミド官能基を有する少なくとも１つのモノマーを包
含するモノマーを重合させることにより製造されてもよい。３級のアルキルアミド官能基
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を有する好適なモノマーの一つの基は、構造
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
　
（ここで、Ｒ１ １ は水素またはメチルであり、そしてＲ１ は前記で定義されている）
を有する置換（メタ）アクリルアミドの基である。３級アルキルアミド官能基を有する好
ましいモノマーは、２－アクリルアミド２－メチルプロパンスルホン酸、ジアセトン（メ
タ）アクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｔ－オクチル（メタ
）アクリルアミド、およびこれらの混合物であり、更に好ましいのは、Ｎ－ｔ－ブチルメ
タアクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチルアクリルアミド、およびこれらの混合物であり、そし
て最も好ましいのはＮ－ｔ－ブチルアクリルアミドである。
【００２１】
　本発明の３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマーを３級アルキルアミド官
能性モノマーの包含により製造する場合には、このポリマー中への包含に好適なこのよう
なモノマーの量は、このポリマーの重量基準で０．１から２０重量％までである。好まし
いのは１から１０％であり；更に好ましいのは２から７％であり；最も好ましいのは４か
ら６％である。
【００２２】
　本発明の３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマーは、「Ｋ．Ｊ．Ｓｕｎｄ
ｅｒｓ，Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，Ｃｈａｐｍａｎ　ａｎ
ｄ　Ｈａｌｌ，Ｌｏｎｄｏｎ，１９７３」により教示されているように、例えばバルク重
合、溶液重合、懸濁重合、または乳化重合を包含するいかなる方法によっても製造されて
もよい。水をこの重合で使用する場合には（例えば、水性の懸濁あるいは乳化重合）、こ
のアクリルポリマーを本発明の水分反応性組成物中に包含する前に、この水の大部分また
は全部をこのアクリルポリマーから除去しなければならない。溶液重合を使用する場合に
は、この溶媒は、モノマーまたは生成ポリマーと好適な相溶性を有するいかなる溶媒であ
ってもよい。トルエンが好適であることが知られている。例えば、液体ポリオールなどの
本発明の他の成分のいずれかがアクリルモノマーおよびアクリルポリマーと好適な相溶性
を有する場合には、その成分をこのアクリルポリマーの重合溶媒として使用してもよい。
【００２３】
　本発明の３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマーは、非晶性、結晶性、ま
たは非晶性および結晶性の混合物であってもよく；好ましいのは非晶性ポリマーである。
「Ｌ．Ｈ．Ｓｐｅｒｌｉｎ１ｇ，Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｔｏ　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　
Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，２ｎｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｗｉｌｅｙ，１９９２」に
より教示されているように、結晶性ポリマーは測定可能な融点を持つポリマーであり、非
晶性ポリマーは結晶性でないポリマーである。
【００２４】
　本発明での使用に好ましい本発明の３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマ
ーの量は、このホットメルト組成物の重量基準で１から９５重量％であり；更に好ましい
のは１から９０％であり；一層更に好ましいのは１０から６０％であり；最も好ましいの
は２０から３０％である。このアクリルポリマーの好ましい分子量（ゲルパーミエーショ
ンクロマトグラフィにより測定される数平均分子量、またはＭｎ ）は、１０，０００から
１００，０００であり；更に好ましいのは１５，０００から８０，０００であり；最も好
ましいのは３０，０００から４０，０００である。このアクリルポリマーの好ましいガラ
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ス転移温度（動的走査型熱量法により測定されるＴｇ ）は２０℃から１２０℃であり；更
に好ましいのは３０℃から９０℃であり；一層更に好ましいのは４０℃から８０℃であり
；最も好ましいのは５０℃から７０℃である。
【００２５】
　本発明の３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマーを本発明の成分の一つで
ない溶媒中での溶液重合により製造する場合には、所望ならば、このポリマーを本発明の
他の成分に添加する前にこの溶媒を除去してもよい。あるいは、このアクリルポリマーを
含有する溶液を本発明の一つあるいはそれ以上の成分に添加してもよく、そして所望なら
ば、例えば完全な真空または部分的な真空を印加するなどの当業界で既知の手段によりお
よび／または加熱によりこの溶媒をこの混合物から除去してもよい。
【００２６】
　本発明の成分は、好ましくはこの成分の全重量基準で１重量％未満の水、更に好ましく
は０．２重量％未満の水、一層更に好ましくは０．１重量％未満の水を含有する。
【００２７】
　慣用の、あるいは他の手段により、好ましくは、不活性な乾燥雰囲気中でこの成分を混
合してもよい。この成分を一度に一緒に混合してもよく（「１段」法で）；あるいは、あ
る成分および／または成分の一部を一つの操作（あるいは「段階」）で一緒に混合し、他
の成分および／または成分の一部を追加の段階で添加してもよい。通常、この成分を室温
以上で加熱する。混合工程の前、間、あるいは後にこの成分を加熱してもよい。成分の添
加および／または混合および／または加熱の一つ以上の段階を使用する場合には、次の段
階を追加する前の時間一つの段階の混合物を加熱してもよい。好ましい加熱温度は５０℃
から１３０℃である。一つ以上の段階を使用する場合には、各段階の温度を独立に選んで
もよい。混合および／または加熱段階のいずれかの間、完全な真空または部分的な真空を
印加してもよく；また、窒素ガスまたは他の乾燥および／または不活性ガスを使用して、
この混和物の表面を覆ってもよい。
【００２８】
　本発明の成分の混合および／または加熱の間、本発明の３級アルキルアミド官能基を有
するアクリルポリマーをこの段階のいずれかにも添加してもよい。一つの実施形態におい
ては、３級アルキルアミド官能基を有するアクリルポリマーの溶液を一つあるいはそれ以
上のポリエーテルポリオールに添加し、そしてこの混合物を真空下で加熱し；次に他の成
分を一つあるいはそれ以上の段階で添加する。この反応混合物に添加する材料のいずれか
が固体である場合には、好ましくはこのポリイソシアネートと混和する前に、少なくとも
１つの非イソシアネート含有成分と加熱混合することにより、これを可溶化する。加えて
、成分の混合のいずれかの一つあるいはそれ以上の段階の前、間、あるいは後に、例えば
、場合によっては３級アミンまたはスズベースの触媒などの触媒をこの成分と混和しても
よい。このようなオプションの触媒を使用する場合には、通常の使用レベルは、この混和
成分の全重量基準で０．３重量％未満である。ＮＣＯ官能性組成物である本発明の接着剤
組成物を好ましくは不活性な、乾燥雰囲気下で使用するまで貯蔵する。
【００２９】
　維持するのが望ましいＮＣＯ官能基の反応性に適切に配慮しながら、充填剤、顔料、粘
着剤、可塑剤、流動性調整剤、熱可塑性アクリル樹脂などの追加の慣用成分を混和するこ
とにより、このホットメルト組成物を配合してもよい。
【００３０】
　基材を結合するための本発明の方法においては、ポンプ輸送または重力供給などにより
この接着剤を塗布装置まで輸送するのに、そして水分の存在下でこの接着剤を第１の基材
に適用するのに好適な粘度を得るために、この水分反応性ホットメルト組成物を加熱する
。この温度は、好適な粘度を得るほど充分高いが、過度の劣化またはこの接着剤に及ぼす
他の望ましくない影響を避けるほど充分低くなければならない。通常の有用な温度は、４
０℃から１６０℃の、好ましくは５０℃から１５０℃の、そして更に好ましくは１００℃
から１４０℃の範囲内にある。
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【００３１】
　例えば、加熱噴霧塗布機、加熱ビーズ塗布機、加熱ノズル、および加熱ロールコーター
などの慣用の手段によりこの接着剤の塗布を行って、所望によって連続的あるいは不連続
な接着剤フィルムを形成してもよい。また、手で、例えばスパチュラまたは他の塗布機な
どの手持のツールでこの接着剤を基材に適用してもよい。この基材の一つが布である場合
には、この接着剤を１－５０ｇ／ｍ２ などの低いレベルで適用してもよいけれども、通常
、これを５０から２５０ｇ／ｍ２ （４－２０ｇ／ｆｔ２ ）のレベルで適用してもよい。
【００３２】
　次に、この適用した接着剤を第２の基材と接触させ、複合構造物を提供する。好ましく
は、この接着剤が実質的に室温以上の温度を有する間に、この接着剤を第２の基材と接触
させる。これをローラーの間を通して、基材の接着剤との接触を増大されるなどにより、
このように形成された複合構造物に印加圧力を場合によっては加え、そして次にこの複合
構造物を冷却するか、あるいは冷却させる。別の実施形態においては、この接着剤を第１
の基材の２つの表面に同時にあるいは順次に適用し、次に、接着剤で被覆した表面を同一
であるか、あるいは異なってもよい２つの更なる基材に同時にあるいは順次に結合しても
よい。この明細書中で述べた方法の前あるいは後に、同一のあるいは異なる接着剤を用い
て、引き続いてこの複合構造物を他の基材に結合してもよいと更に考えられる。本発明の
方法で結合対象となる基材は同一であるか、あるいは異なってもよく、そして平滑な、あ
るいは構造化された表面を有してもよく、そしてロール、シート、フィルム、箔などの形
で提供される、例えば、金属、木材、統合木材製品、紙、エラストマー、織布と不織布、
およびプラスチックを包含する。本発明の方法で結合対象となる基材は、例えば、ラワン
マホガニー合板、含浸紙、押出しポリスチレンフォーム、発泡ポリスチレンフォーム、ガ
ラス繊維補強ポリエステル、ポリエステル布、高圧あるいは低圧積層板、合板、アルミニ
ウム、鋼、ポリ塩化ビニル、合成ゴム、ポリマーブレンド、およびエンジアリングプラス
チックを包含する。
【００３３】
　水分、すなわち、ＮＣＯ官能基との反応を行って、それにより適用した接着剤の最終凝
集強さを増大させると予期される水を、当業界で既知の種々の方法のいずれかにより本発
明の水分反応性ホットメルト組成物に暴露してもよいと考えられる。例えば、第２の基材
と接触する前であるが、このホットメルト組成物を一つの基材に適用した後、例えば周囲
湿度、人工的に増加したあるいは制御した加湿空気、水滴のミスト、適用された接着剤に
接触する液体の水の噴霧、またはこれらの組み合わせを含む、種々の方法でこのホットメ
ルト組成物を水分に暴露してもよい。これに代わって、あるいはこれに加えて、第２の基
材をこのホットメルト組成物に接触した後、基材とホットメルト組成物の複合構造物を前
記の方法のいずれかあるいはすべてにより水分に暴露させてもよい。一つあるいはそれ以
上のこの基材が例えば木材、紙、またはテキスタイルなどの水蒸気透過性である材料であ
る場合には、この複合構造物を水分に暴露する方法は特に有用である。
【００３４】
　ＮＣＯ官能基相互の反応に加わるか、触媒するか、あるいは別な方法で促進する他の成
分により、この水分を増強してもよいと更に考えられる。硬化工程のいずれか、あるいは
すべての間このような構成成分を水分と合体させてもよい。このような構成成分の例は、
ビウレット結合の形成によりＮＣＯ官能基を一緒に結合することが知られているあるアミ
ンである。また、いくつかの触媒は、ＮＣＯ官能基相互の反応を増進することが知られて
いる。機構に無関係に、このような構成成分を使用してこの水分硬化反応を増強すること
が本発明において考慮される。
【００３５】
　本発明のある実施形態においては、結合される基材は相対的に薄くて、平らであり、そ
してこのような場合には、この複合物品は積層物または積層構造物と呼ばれる。
【００３６】
　本発明の明細書と特許請求の範囲の目的には、明細書で主張する範囲と比の限度は、結
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合的であることを理解すべきである。例えば、特定のパラメーターに対して６０から１２
０および８０から１１０の範囲を主張する場合には、６０から１１０および８０から１２
０の範囲も考慮することが理解されるべきである。
【実施例】
【００３７】
　下記の実施例においては、次の試験手順を使用する。
【００３８】
　　（グリーン強度）
　この接着剤を１２０℃で平衡まで加熱する。次に、これを０．１２５インチ（３．２ｍ
ｍ）厚の樺材の積層合板に０．００４インチ（０．１０ｍｍ）の厚さで適用する。同一の
合板の第２の片を１インチ２ （６４５ｍｍ２ ）の重なり面積で第１の片に積層する。この
積層板を１０ｐｓｉ（６９ｋＰａ）の圧力下でチャック締めする。休止時間の後、この積
層板の強度を引張り試験機により０．０５インチ／分（１．３ｍｍ／分）の引っ張り速度
を用いて重ねせん断モードで測定する。示した量は最大力を重なり面積で割ったものであ
る。５、１０、３０、および６０分の休止時間で測定を３回行うのに充分な積層板を作製
する。
【００３９】
　グリーン強度は望ましくは少なくとも５分で０．３ｐｓｉ（２．１ｋＰａ）であり、休
止時間を長くして試験するに従って、望ましくは増加する。
【００４０】
　　（オープンタイム）
　この試験手順における木材片は、３インチ×６インチ×０．１２５インチ（７６ｍｍ×
１５２ｍｍ×３．２ｍｍ）の樺材積層合板である。この接着剤を１２０℃で平衡まで加熱
し、次に木材片に０．００４インチ（０．１ｍｍ）の厚さで適用する。他の木材片を１、
３、５、７、および９分の時間間隔で１０ｐｓｉ（６９ｋＰａ）の圧力下で第１の木材片
に積層する。各木材片に対する重なり面積は１インチ２ （６４５ｍｍ２ ）である。積層板
を一定の温度（２５℃）および湿度（５０％ＲＨ）の室中で１日間または７日間貯蔵し、
引張り試験機で０．０５インチ／分（１．３ｍｍ／分）の引っ張り速度により重ねせん断
モードで測定する。オープンタイムを引張り試験後７５％未満の接触性（ｃｏｎｔａｃｔ
ａｂｉｌｉｔｙ）または木材の引き裂きが観察される時間間隔として選んだ。
【００４１】
　　（Ｓｕｒｌｙｎ（登録商標）樹脂への接着）
　この接着剤を１２０℃で平衡まで加熱し、次にポリカーボネート／ＡＢＳのベース材料
に１３０ｇ／ｍ２ で適用し、その後５分のオープンタイムの後、Ｓｕｒｌｙｎ（登録商標
）アイオノマー樹脂（Ｅ．Ｉ．Ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙからの）からなる第２の基材と積層する。次に、試料を２５℃および５０％の相
対湿度で５日間硬化させる。次に、基材を引張り試験機により５０ｍｍ／分の９０°剥離
モードで剥離した。示した量は最大力を試料の幅で割ったものである。
【００４２】
　　（フィルムの性質）
　接着剤の膜をシリコーン剥離性裏紙上に０．００６インチ（０．１５ｍｍ）の厚さでキ
ャストする。この膜を７日間硬化し、次に引張り試験機により引っ張りで試験する。示し
た量は（１）Ｔ１００、１００％伸び時の力を試料の断面積で割ったもの；（２）Ｔ破断
、破断時の力を試料の断面積で割ったもの；および（３）Ｅ最大、破断時の伸びである。
【００４３】
　　（実施例）
　　（実施例１（比較例））
この構成成分は次の通りであった。
　（１）ポリプロピレングリコール（Ｍｗ２０００）　１６８．５８ｇ
　（２）ヒマシ油　９．７２ｇ
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　（３）アクリルポリマー（Ｔｇ６０℃；３級アルキルアミド官能性モノマーを包含せず
）　１５５．００ｇ
　（４）メチレンビスフェニルジイソシアネート　５１．６３ｇ
　（５）１，６ヘキサンジオールアジペート（Ｍｗ３５００）　１１５．０７ｇ
　（６）２，２ 'ジモルホリノエチルエーテル　０．３０ｇ
１リットルの樹脂缶に原材料（１）から（３）を添加した。このアクリルポリマーをトル
エン中の６０重量％溶液として添加した。この缶に機械的スターラーと反応器頭部を取り
付けた後、この缶に熱を加えて、温度を８５℃まで上げた。この時点で、２０インチＨｇ
（６７ｋＰａ）の真空をこの缶に印加して、このトルエンを除去した。この溶媒の大部分
を除去した後、温度を１１０℃までゆっくりと上げ、真空を２７インチＨｇ（９１ｋＰａ
）まで増加して、残存溶媒と水分を除去した。この条件下で３０分後、温度を１００℃ま
で下げ、真空を乾燥窒素により解除した。次に、品目（４）を添加し、再び真空を印加し
た。温度を再平衡させて１００℃とし、この温度で、この反応を９０分間保持した。真空
を乾燥窒素によりもう一度解除し、この時点で品目（５）を添加した。真空を再び印加し
た後、反応を１００℃で３０分間継続した。次に、品目６を添加し、この混合物を追加の
３０分間加熱した。この反応性ホットメルトを１１５℃まで加熱し、１パイント（０．４
７リットル）のプラスチック容器の中に注入し、窒素で覆い、シールした。
【００４４】
　　（実施例２）
　このアクリルポリマーがこのアクリルポリマーの重量基準で５重量％量のＮ－ｔ－ブチ
ルアクリルアミドを包含していたことを除いて実施例１と同じであった。
【００４５】
　　（実施例３（比較例））
　この構成成分は次の通りであった。
　（１）ポリプロピレングリコール（Ｍｗ１０００）　１０６．６１ｇ
　（２）ポリプロピレングリコール（Ｍｗ２０００）　１３７．６２ｇ
　（３）ヒマシ油　１５．７４ｇ
　（４）アクリルポリマー（実施例１の通り）　１３２．００ｇ
　（５）メチレンビスフェニルジイソシアネート　９２．０３ｇ
　（６）１，６ヘキサンジオールアジペート（Ｍｗ２０００）　６５．９９ｇ
　（７）２，２ 'ジモルホリノエチルエーテル　０．３３ｇ
１リットルの樹脂缶に原料（１）から（４）を添加した。この缶に機械的スターラーと反
応器頭部を取り付けた後、この缶に熱を加えて、温度を８５℃まで上げた。この時点で、
２０インチＨｇ（６８ｋＰａ）の真空をこの缶に印加して、このトルエンを除去した。こ
の溶媒の大部分を除去した後、温度を１１０℃までゆっくりと上げ、真空を２７インチＨ
ｇ（９１ｋＰａ）まで増加して、残存溶媒と水分を除去した。この条件下で３０分後、温
度を１００℃まで下げ、真空を乾燥窒素により解除した。次に、品目（５）を添加し、再
び真空を印加した。温度を再平衡させて１００℃とし、この温度で、この反応を９０分間
保持した。真空を乾燥窒素によりもう一度解除し、この時点で品目（６）を添加した。真
空を再び印加した後、反応を１００℃で３０分間継続した。次に、品目７を添加し、この
混合物を追加の３０分間加熱した。この反応性ホットメルトを１１５℃まで加熱し、１パ
イント（０．４７リットル）のプラスチック容器の中に注入し、窒素で覆い、シールした
。
【００４６】
　　（実施例４）
　このアクリルポリマーが実施例２で使用したものと同一であったことを除いて実施例３
と同じであった。
【００４７】
　　（実施例５（比較例））
　この構成成分は次の通りであった。
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　（１）ポリプロピレングリコール（Ｍｗ２０００）　１１６．９０ｇ
　（２）ヒマシ油　９．６５ｇ
　（３）アクリルポリマー（実施例１の通り）　１１２．００ｇ
　（４）メチレンビスフェニルジイソシアネート　４９．６８ｇ
　（５）１，６ヘキサンジオールネオペンチルグリコールアジペート（Ｍｗ２０００）　
１１１．７６ｇ
　（６）２，２ 'ジモルホリノエチルエーテル　０．２４ｇ
この成分を混合、加熱するのに使用した手順は実施例１におけるのと同一であった。
【００４８】
　　（実施例６）
　このアクリルポリマーが実施例２で使用したものと同一であったことを除いて実施例５
と同じであった。
【００４９】
　　（実施例７）
　グリーン強度とオープンタイム試験の結果は次の通りであった。
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
本発明の各実施例（２、４、および６）は、有用な高グリーン強度を示しつつ、比較例の
相当品（それぞれ、１、３、および５）よりも長いオープンタイムを示した。
【００５０】
　　（実施例８）
　引っ張り特性試験の結果は次の通りであった。
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【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
本発明の各実施例（実施例４および６）は、相当する比較例（それぞれ、実施例３および
５）に同等の引っ張り特性を示した。
【００５１】
　　（実施例９）
　Ｓｕｒｌｙｎ（登録商標）への接着試験の結果は次の通りであった。
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５２】
　本発明の実施例４は、相当する比較例の実施例３よりも良好なＳｕｒｌｙｎ（登録商標
）への接着を示した。
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